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新たな時代を見据えた質保証システムの改善・充実について（審議まとめ）概要

令和４年３月18日 中央教育審議会大学分科会質保証システム部会背 景

○ 「大学設置基準」「大学設置認可審査」「認証評価」「情報公表」という我が国の公的な質保証システムは、事前規制型と事後チェック型それぞれの長所を組
み合わせた形で設計されており、一定程度機能している。

○ しかしながら、３つのポリシー（入学者受け入れの方針、教育課程編成・実施の方針、卒業認定・学位授与の方針）に基づく教育の実質化を進める必要がある
という指摘や、グローバル化やデジタル技術の進展に対応する必要があるという指摘、新型コロナウイルス感染拡大を契機とした遠隔教育の普及・進展を踏ま
えた対応を行う必要がある等の指摘がある。

⇨ 大学における国際通用性のある「教育研究の質」を保証するため、質保証システムについて、
①最低限の水準を厳格に担保しつつ、 ②大学教育の多様性・先導性を向上させる方向で改善・充実を図っていく ことが求められている。

質保証システムで保証すべき「質」

・学校教育法の規定に照らすと「教育研究の質」

・「学生の学びの質と水準」とともに、教育と研究を両輪とする大学の在り方

を実現する観点からは、持続的に優れた研究成果が創出されるような研究環境

の整備や充実等についても一定程度確認する必要。

改善・充実の方向性

２つの検討方針 ：①学修者本位の大学教育の実現

②社会に開かれた質保証の実現

４つの視座 ：①客観性の確保 ②透明性の向上

③先導性・先進性の確保（柔軟性の向上） ④厳格性の担保

※それぞれの視座は背反関係にあるものではなく、相互に関係し合うものであることに留意が必要

＜改善・充実の方向性＞
【学修者本位の大学教育の実現】
○学位プログラムの３つのポリシーに基づく編成、学位プログラムを基
礎とした内部質保証の取組、内部質保証による教育研究活動の不断の
見直しが求められることを明確化。

【客観性の確保】
○分散して規定されている教員や事務職員、各種組織に関する規定を一
体的に再整理。

○「一の大学に限り」という「専任教員」の概念を「基幹教員」（仮
称）と改め、設置基準上最低限必要な教員の数の算定にあたり一定以
上の授業科目を担当する常勤以外の教員について一定の範囲まで算入
を認める。※教育研究の質の低下を招かないよう制度化に当たっては留意。

○「図書」「雑誌」等を電子化やＩＴ化を踏まえた規定に再整理。
○大学設置基準上、教育を補助する者について明示的に規定。
○実務家教員の定義の明確化や大学名称の考え方を周知。 等

【先導性・先進性の確保（柔軟性の向上）】
○「講義・演習・実習・実験」の時間区分の大括り化や単位当たり時間
は標準時間であることの明確化など単位制度運用の柔軟化。

○機関として内部質保証等の体制が機能していることを前提とした教育
課程等に係る特例制度の新設。
例）遠隔授業による修得単位上限（60単位）、単位互換上限（60単位）、

授業科目の自ら開設の原則、校地・校舎面積基準等

○校舎等施設は、多面的な使用等も想定し、機能に着目した一般的な規
定として見直し。

○スポーツ施設等を各大学の必要性に応じて整備できるよう見直し。等

＜改善・充実の方向性＞
【学修者本位の大学教育の実現】
○内部質保証について、自己点検評価
結果による改善を評価し公表する形
へと充実。

○学修成果の把握・評価や、研究環境
整備・支援状況の大学評価基準への
追加。

【客観性の確保】
○多様性に配慮しつつ認証評価機関の
質保証に資する取組の推進。

【透明性の向上】
○各認証評価機関の評価結果の一覧性
を持った公表の検討。

【先導性・先進性の確保（柔軟性の向上）】
○内部質保証の体制・取組が特に優れ
た大学への次回評価の弾力的措置。

○法令適合性等について適切な情報公
表を行っている大学への法令適合性
等に関する評価項目や評価手法の簡
素化などの措置。 等

【厳格性の担保】
○不適合の大学の受審期間を短縮化
（例：３年）。

＜改善・充実の方向性＞
〇「教学マネジメント指針」を踏まえ、認証評価にお
いて大学の情報公表の取組状況を確認。
○「大学入学者選抜に関すること」等を学校教育法施
行規則に規定する各大学が公表すべき項目に追加。等

＜改善・充実の方向性＞
【学修者本位の大学教育の実現】
○遠隔授業に関するガイドラインの策定
○大学運営の専門職である事務職員等、質保証を担う人
材の資質能力を向上させる観点から、ＳＤ・ＦＤの取
組等を把握・周知

【客観性の確保】
○設置認可審査を経て認められた分野の範囲内なら大学
の判断で新たな学位プログラムが実施可能であること
を周知。

○修業年限は「おおむね４年」の期間を指すものであり、
厳密に４年間在籍することを求めるものではないこと
を明確化。 等

【先導性・先進性の確保（柔軟性の向上）】
○基盤的経費の配分や設置認可申請等における定員管理
に係る取り扱いについて、現行で入学定員に基づく単
年度の算定としているものは、収容定員に基づく複数
年度の算定へと改める（成績管理の厳格化・明確化と
両立が図られるように留意）。 等

（４）その他の重要な論点

（１）大学設置基準・設置認可審査 （２）認証評価制度 （３）情報公表
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質保証システムにおける大学設置基準の性質・構造や役割

収容定員
（第18条）

専任教員数注

（第12～13条）

校地面積
（第37条）

校舎面積注

（第37条の2）

他の必置施設等（校

舎等施設、運動場、体
育館、図書館、機械・
器具等）注

（第34～36条、第38～40条）

基本組織
（学部等）
（第3～6条）

教員組織
（第7条）

授業科目担当
（第10条）

事務組織
（第41条他）

学内組織等

✓教育課程の編成方針・方法
✓単位制度（1単位45時間、

講義15時間～等）
✓授業期間（1年35週、10・

15週原則）
✓授業を行う学生数
✓授業の方法（遠隔授業等）
✓卒業要件（4年以上、124単

位以上／遠隔60単位上限）
✓単位認定（他大学、学校外

学修、入学前修得）
✓長期履修、科目等履修、履

修証明制度
✓特例等（ＪＤ他） 等

研修
（FD・SD）
（第25条の3, 第

42条の3）

教員資格
（第13条の2～第17条）

〇 大学の設置者は設置基準に従い、設置しなければならない。（学校教育法第3条）

〇 設置基準は設置に必要な最低の基準。設置後の運用で、同基準より低下した状態にならな
いようにすることはもとより、その水準向上を図ることに努める必要。（大学設置基準第1条）

大学設置基準

新たな組織（大学、学部等）の設置 設置後の組織（大学、学部等）運営

教育課程等

・自己点検・評価
・認証評価（法令適合性の確認含む）
・情報公表（義務及び奨励）

事前規制 事後チェック
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注： 私立大学等の設置に際し、標準設置経
費・標準経常経費の算出根拠等としても活用

施設等関係

必要となる教
育資源を算定

必要となる教
育資源を算定

教員関係

・上記大学設置基準の各規定や関
係法令等の適合可否について、
設置認可審査や設置計画履行状
況等調査（ＡＣ）を実施

総則関係（趣旨、教育研

究上の目的、入学者選抜等）
（第1条～第2条の3）



大学設置基準については、①時代の変化に対応しつつ将来を見据えた大学設置基準全体の見直しを行う
とともに、②共通となる最低基準性を担保しつつ大学教育の多様性・先導性を向上させていくような見直
しが求められている。

大学設置基準等の見直し①
（大学分科会質保証システム部会審議まとめ（令和4年3月18日））

○大学教育の質保証の単位である学位プログラムは３つのポリシーに
基づいて編成されるものであり、各大学における内部質保証は学位
プログラムを基礎として行われるべきことを理念上明確にする。

○内部質保証による教育研究活動の不断の見直しが求められることを
理念上明確にする。

○「学位プログラム」は教員のみならず多様な役割や専門性を持つ職
員が連携して実施するとともに、必要な体制を組織していくことが
重要であり、現在は大学設置基準の様々な箇所に分散して規定され
ている教員や事務職員、各種組織に関する規定を一体的に再整理す
る。
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総則関係（趣旨、入学者選抜等）
（第1条、第2条の2）

【大学設置基準関連規定】

教育課程等（教育課程の編成方針等）
（第19条）

【審議まとめの記載】

教員組織
（第7条）

事務組織（厚生補導組織含む）
（第41条～第42条の2）

研修（FD・SD）
（第25条の3, 第42条の3）

○組織的な教育の実践の観点から、授業運営に携わる者として個々の
教員だけではなく、ＴＡ（ティーチング・アシスタント）やＳＡ
（スチューデント・アシスタント）などの教育補助者についても、
大学設置基準上、教育を補助する者として明示的に規定するととも
に、大学等は、質保証の観点から当該者に対し必要な研修を行うも
のとする旨併せて規定する。

授業科目担当
（第10条）



大学設置基準等の見直し②
（大学分科会質保証システム部会審議まとめ（令和4年3月18日））

○クロスアポイントメント等多様な働き方が広がっていることも踏ま
え「一の大学に限り専任教員となる」という現行の「専任教員」の
在り方についてその定義等を見直す。

○柔軟な教育課程編成を可能とするため、国際通用性の観点等を踏ま
えつつ、「講義・演習・実習・実験」の時間区分の大括り化や単位
当たり時間は標準時間であることの明確化など単位制度の柔軟な運
用を可能とするよう見直しを行うとともに、現行制度下でも大学の
判断で学期の期間や授業期間、科目当たり単位数など弾力的な教育
課程編成が可能であることを周知する。
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【大学設置基準関連規定】【審議まとめの記載】

○大学の創意工夫に基づく取組を促進し、今後の大学設置基準の改善
につなげるため、内部質保証等の体制が十分機能していることを前
提に、教育課程等に係る特例を認める制度を新設する。

専任教員数
（第12～13条、別表第一・第二備考）

教育課程等
（単位制度（講義15時間～等））

（第19条）

新設

○修業年限は「おおむね４年」の期間を指すものであり、厳密に４年
間在籍することを求めるものではないことを明確化する。

卒業要件（4年以上）

（第32条）



大学設置基準等の見直し③
（大学分科会質保証システム部会審議まとめ（令和4年3月18日））

○「空地」については、教員と学生、学生同士の交流の場として再整
理する。

○運動場、体育館等のスポーツ施設やその他の厚生補導施設について
は、例えば「学生に対する教育又は厚生補導を行う上で必要に応じ
運動場等を設ける」など、各大学の実情や必要性に応じて整備を行
うべき施設とするように規定に改める。
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【大学設置基準関連規定】【審議まとめの記載】

○学長室、会議室、学生自習室、学生控室等の校舎等施設については、
多面的な使用等も想定し、例えば「その組織及び規模に応じて学生
に対する教育及び研究に支障のないよう必要な施設を備える」と
いった機能に着目した一般的な規定として見直す。

運動場等
（第35条、第36条）

○電子的な学術情報の重要性が増していることに鑑み、「図書」や
「雑誌」等の表現については「教育研究に必要な資源」とするなど
電子化やＩＴ化を踏まえた規定に再整理する。

図書館等
（第38条）

校地
（第34条）

校舎等施設
（第36条）



新たな時代を見据えた質保証システムの改善・充実について（審議まとめ） 本文抜粋
（令和４年３月18日 中央教育審議会大学分科会質保証システム部会）

大学設置基準・設置認可審査の改善・充実の方向性 （抄）
【先導性・先進性の確保（柔軟性の向上）】
○クロスアポイントメント等多様な働き方が広がっていることも踏まえ「一の大学に限り専任教員となる」と

いう現行の「専任教員」の在り方についてその定義等を見直す。＜大学設置基準改正＞

【大学設置基準の特例制度のイメージ】
【「専任教員」の見直しのイメージ】
・見直し内容：「専任教員」の概念を「基幹教員」（仮称）と改め、その定義を教育課程の編成等に責任を

担う者であって、一定以上の授業科目を担当する教員（例 年間8単位以上等）とし、大学設
置基準上最低限必要な教員の数の算定にあたり一定以上の授業科目を担当する常勤以外の教
員については一定の範囲（例 半数まで、1/4程度）まで算入を認める14・15。また、主要授
業科目の担当16を基幹教員（仮称）とする。

※「一の大学に限り専任教員となる」という現行の専任教員の概念を改め基幹教員（仮称）の概念を導入することで、
複数の大学や学部で基幹教員（仮称）となることも可能になるとともに、民間からの教員登用が促進されることが
期待される。

・留意事項：教育研究の質の低下を招かないよう、学内及び学外での兼務の際の取扱いやその際の条件につ
いては制度化に当たり留意する必要17。また、大学の教育研究体制等への影響も踏まえ、各大
学において基幹教員（仮称）の情報（学位、教育及び研究業績、経歴など）を常時公表し、外
部からの検証が受けられるようにするなど、データやエビデンスに基づく分析等を行うことが
できるようにすることが求められる。

14 過去の設置認可審査においては、教員の専任性を確認する際の運用上の考え方として、以下に該当する場合は更なる情報や説明を要求して、個々に確認・審査が行わ
れていた。

・年間担当単位数８単位未満かつ月額報酬20万円未満
・大学以外の業務の従事日数が週３日以上
・月額報酬10万円未満
・大学以外の業務に従事する者が、当該大学における専任教員全体の半数程度以上を占めているもの

15 現在、専門職大学において年間６単位以上の授業を担当し、かつ、教育課程の編成等について責任を担う者は「みなし専任教員」として算定することが可能（専門職
大学院の場合は年間４単位以上）

16 現行制度では、原則として専任の教授又は准教授が担当。
17 とりわけ若手教員の処遇等が不安定になることがないように制度設計の際には留意が必要。
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新たな時代を見据えた質保証システムの改善・充実について（審議まとめ） 本文抜粋
（令和４年３月18日 中央教育審議会大学分科会質保証システム部会）

大学設置基準・設置認可審査の改善・充実の方向性 （抄）
【先導性・先進性の確保（柔軟性の向上）】
○大学の創意工夫に基づく取組を促進し、今後の大学設置基準の改善につなげるため、内部質保証等の体

制が十分機能していることを前提に、教育課程等に係る特例を認める制度を新設する。＜大学設置基準
改正＞

【大学設置基準の特例制度のイメージ】
・対象：認証評価を受審して「適合」認定を受けている大学から申請を受け付ける。
・要件：３つの方針を通じた学修目標の具体化や教育課程の編成・実施、全学的な成績評価基準の策

定・公表や当該基準に基づく学修成果の把握、成績評価・単位認定の適切な実施など、機関と
して内部質保証の体制が十分に機能していること、「教学マネジメント指針」に掲げられた情
報公表事項を積極的に公表していること、申請計画について、特例を申請する目的や特例の対
象となる学位プログラムにおいて目指す教育効果が明確であり先導性があること、特例による
教育活動において質担保の方策が講じられていること等を要件として、有識者会議等において
確認することとする。

・内容：学部学科等の教育研究の充実を図り、今後の大学設置基準の改善につなげるため、大学設置
基準に拠らない取組を認めるとともに、当該取組の効果検証を行い各種データの公表・報告を
求める。

・特例事項：例えば、遠隔授業による修得単位上限（60単位）、単位互換上限（60単位）、授業科目
の自ら開設の原則、校地・校舎面積基準等が考えられる。

・留意事項：▶大学の申請が要件を満たしていれば特例制度の活用が認められるような、意欲ある大
学が活用しやすい仕組みとすることが必要。
▶特例措置の効果を検証するためにも特例を認める期間を定めることも検討。
▶問題が生じた際の特例取消し等についても措置するとともに、所属する学生にとって不利
益のないよう制度設計をすることが必要。
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大学設置基準（第一章 総則）

（趣旨）
第一条 大学（専門職大学及び短期大学を除く。以下同じ。）は、学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）
その他の法令の規定によるほか、この省令の定めるところにより設置するものとする。

２ この省令で定める設置基準は、大学を設置するのに必要な最低の基準とする。
３ 大学は、この省令で定める設置基準より低下した状態にならないようにすることはもとより、その水準の向
上を図ることに努めなければならない。

（教育研究上の目的）
第二条 大学は、学部、学科又は課程ごとに、人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的を学則等に定
めるものとする。

（入学者選抜）
第二条の二 入学者の選抜は、公正かつ妥当な方法により、適切な体制を整えて行うものとする。

（教員と事務職員等の連携及び協働）
第二条の三 大学は、当該大学の教育研究活動等の組織的かつ効果的な運営を図るため、当該大学の教員と事務
職員等との適切な役割分担の下で、これらの者の間の連携体制を確保し、これらの者の協働によりその職務が
行われるよう留意するものとする。
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(学部)
第三条 大学は、学部は、専攻により教育研究の必要に応じ組織されるものであつて、教育研究上適当な規模内
容を有し、教員組織、教員数その他が学部として適当であると認められるものとする。

（学科）
第四条 学部には、専攻により学科を設ける。
２ 前項の学科は、それぞれの専攻分野を教育研究するに必要な組織を備えたものとする。

（課程）
第五条 学部の教育上の目的を達成するため有益かつ適切であると認められる場合には、学科に代えて学生の履
修上の区分に応じて組織される課程を設けることができる。

（学部以外の基本組織）
第六条 学校教育法第八十五条ただし書に規定する学部以外の教育研究上の基本となる組織（以下「学部以外の
基本組織」という。）は、当該大学の教育研究上の目的を達成するため有益かつ適切であると認められるもの
であつて、次の各号に掲げる要件を備えるものとする。
一 教育研究上適当な規模内容を有すること。
二 教育研究上必要な教員組織、施設設備その他の諸条件を備えること。
三 教育研究を適切に遂行するためにふさわしい運営の仕組みを有すること。

２ 学部以外の基本組織に係る専任教員数、校舎の面積及び学部以外の基本組織の教育研究に必要な附属施設の
基準は、当該学部以外の基本組織の教育研究上の分野に相当すると認められる分野の学部又は学科に係るこれ
らの基準（第四十五条第一項に規定する共同学科（第十三条及び第三十七条の二において「共同学科」とい
う。）及び第五十条第一項に規定する国際連携学科に係るものを含む。）に準ずるものとする。

３ この省令において、この章、第十三条、第三十七条の二、第三十九条、第四十六条、第四十八条、第四十九
条（第三十九条の規定に係る附属施設について適用する場合に限る。）、別表第一、別表第二及び別表第三を
除き、「学部」には学部以外の基本組織を、「学科」には学部以外の基本組織を置く場合における相当の組織
を含むものとする。

（参考）学校教育法
第八十五条 大学には、学部を置くことを常例とする。ただし、当該大学の教育研究上の目的を達成するため有
益かつ適切である場合においては、学部以外の教育研究上の基本となる組織を置くことができる。

大学設置基準（第二章 教育研究上の基本組織）
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（教員組織）
第七条 大学は、その教育研究上の目的を達成するため、教育研究組織の規模並びに授与する学位の種類及び分
野に応じ、必要な教員を置くものとする。

２ 大学は、教育研究の実施に当たり、教員の適切な役割分担の下で、組織的な連携体制を確保し、教育研究に
係る責任の所在が明確になるように教員組織を編制するものとする。

３ 大学は、教育研究水準の維持向上及び教育研究の活性化を図るため、教員の構成が特定の範囲の年齢に著し
く偏ることのないよう配慮するものとする。

４ 大学は、二以上の校地において教育を行う場合においては、それぞれの校地ごとに必要な教員を置くものと
する。なお、それぞれの校地には、当該校地における教育に支障のないよう、原則として専任の教授又は准教
授を少なくとも一人以上置くものとする。ただし、その校地が隣接している場合は、この限りでない。

（授業科目の担当）
第十条 大学は、教育上主要と認める授業科目（以下「主要授業科目」という。）については原則として専任の
教授又は准教授に、主要授業科目以外の授業科目についてはなるべく専任の教授、准教授、講師又は助教（第
十三条、第四十六条第一項及び第五十五条において「教授等」という。）に担当させるものとする。

２ 大学は、演習、実験、実習又は実技を伴う授業科目については、なるべく助手に補助させるものとする。

（専攻分野における実務の経験及び高度の実務の能力を有する教員）
第十条の二 大学に専攻分野におけるおおむね五年以上の実務の経験を有し、かつ、高度の実務の能力を有する
教員を置く場合であつて、当該教員が一年につき六単位以上の授業科目を担当する場合には、大学は、当該教
員が教育課程の編成について責任を担うこととするよう努めるものとする。

（授業を担当しない教員）
第十一条 大学には、教育研究上必要があるときは、授業を担当しない教員を置くことができる。

（専任教員）
第十二条 教員は、一の大学に限り、専任教員となるものとする。
２ 専任教員は、専ら前項の大学における教育研究に従事するものとする。
３ 前項の規定にかかわらず、大学は、教育研究上特に必要があり、かつ、当該大学における教育研究の遂行に
支障がないと認められる場合には、当該大学における教育研究以外の業務に従事する者を、当該大学の専任教
員とすることができる。

大学設置基準（第三章 教員組織①）
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（専任教員数）
第十三条 大学における専任教員の数は、別表第一により当該大学に置く学部の種類及び規模に応じ定める教授等の数（共同学科

を置く学部にあつては、当該学部における共同学科以外の学科を一の学部とみなして同表を適用して得られる教授等の数と第四

十六条の規定により得られる当該共同学科に係る専任教員の数を合計した数）と別表第二により大学全体の収容定員に応じ定め

る教授等の数を合計した数以上とする。

大学設置基準（第三章 教員組織②）

別表第一 イ 抜粋

別表第二

12

備考
一 この表に定める教員数の半数以上は原則として教授とする（（２）の表及び別表第二において同じ。）。
二 この表に定める教員数には、第十一条の授業を担当しない教員を含まないこととする（（２）及びロの表並びに別表第二
において同じ。）。

三 収容定員がこの表に定める数に満たない場合の専任教員数は、その二割の範囲内において兼任の教員に代えることができ
る（（２）の表及び別表第二において同じ。）。

四 収容定員がこの表の定める数を超える場合は、その超える収容定員に応じて四〇〇人につき教員三人（獣医学関係又は薬
学関係（臨床に係る実践的な能力を培うことを主たる目的とするもの）にあつては、収容定員六〇〇人につき教員六人）の
割合により算出される数の教員を増加するものとする（ロの表において同じ。）。

五～十二 （略）



大学設置基準について（第四章 教員の資格①）

（学長の資格）
第十三条の二 学長となることのできる者は、人格が高潔で、学識が優れ、かつ、大学運営に関し識見を有する
と認められる者とする。

（教授の資格）
第十四条 教授となることのできる者は、次の各号のいずれかに該当し、かつ、大学における教育を担当するに
ふさわしい教育上の能力を有すると認められる者とする。
一 博士の学位（外国において授与されたこれに相当する学位を含む。）を有し、研究上の業績を有する者
二 研究上の業績が前号の者に準ずると認められる者
三 学位規則（昭和二十八年文部省令第九号）第五条の二に規定する専門職学位（外国において授与されたこ
れに相当する学位を含む。）を有し、当該専門職学位の専攻分野に関する実務上の業績を有する者

四 大学又は専門職大学において教授、准教授又は専任の講師の経歴（外国におけるこれらに相当する教員と
しての経歴を含む。）のある者

五 芸術、体育等については、特殊な技能に秀でていると認められる者
六 専攻分野について、特に優れた知識及び経験を有すると認められる者

（准教授の資格）
第十五条 准教授となることのできる者は、次の各号のいずれかに該当し、かつ、大学における教育を担当する
にふさわしい教育上の能力を有すると認められる者とする。
一 前条各号のいずれかに該当する者
二 大学又は専門職大学において助教又はこれに準ずる職員としての経歴（外国におけるこれらに相当する職
員としての経歴を含む。）のある者

三 修士の学位又は学位規則第五条の二に規定する専門職学位（外国において授与されたこれらに相当する学
位を含む。）を有する者

四 研究所、試験所、調査所等に在職し、研究上の業績を有する者
五 専攻分野について、優れた知識及び経験を有すると認められる者
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大学設置基準について（第四章 教員の資格②）

（講師の資格）
第十六条 講師となることのできる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。
一 第十四条又は前条に規定する教授又は准教授となることのできる者
二 その他特殊な専攻分野について、大学における教育を担当するにふさわしい教育上の能力を有すると認め
られる者

（助教の資格）
第十六条の二 助教となることのできる者は、次の各号のいずれかに該当し、かつ、大学における教育を担当す
るにふさわしい教育上の能力を有すると認められる者とする。
一 第十四条各号又は第十五条各号のいずれかに該当する者
二 修士の学位（医学を履修する課程、歯学を履修する課程、薬学を履修する課程のうち臨床に係る実践的な
能力を培うことを主たる目的とするもの又は獣医学を履修する課程を修了した者については、学士の学位）
又は学位規則第五条の二に規定する専門職学位（外国において授与されたこれらに相当する学位を含む。）
を有する者

三 専攻分野について、知識及び経験を有すると認められる者

（助手の資格）
第十七条 助手となることのできる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。
一 学士の学位又は学位規則第二条の二の表に規定する専門職大学を卒業した者に授与する学位（外国におい
て授与されたこれらに相当する学位を含む。）を有する者

二 前号の者に準ずる能力を有すると認められる者
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大学設置基準（第五章 収容定員）

(収容定員)
第十八条 収容定員は、学科又は課程を単位とし、学部ごとに学則で定めるものとする。この場合にお
いて、第二十六条の規定による昼夜開講制を実施するときはこれに係る収容定員を、第五十七条の規
定により外国に学部、学科その他の組織を設けるときはこれに係る収容定員を、編入学定員を設ける
ときは入学定員及び編入学定員を、それぞれ明示するものとする。

２ 収容定員は、教員組織、校地、校舎等の施設、設備その他の教育上の諸条件を総合的に考慮して定
めるものとする。

３ 大学は、教育にふさわしい環境の確保のため、在学する学生の数を収容定員に基づき適正に管理す
るものとする。
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大学設置基準（第六章 教育課程①）

（教育課程の編成方針）
第十九条 大学は、当該大学、学部及び学科又は課程等の教育上の目的を達成するために必要な授業科目を
自ら開設し、体系的に教育課程を編成するものとする。

２ 教育課程の編成に当たつては、大学は、学部等の専攻に係る専門の学芸を教授するとともに、幅広く深
い教養及び総合的な判断力を培い、豊かな人間性を涵養するよう適切に配慮しなければならない。

（連携開設科目）
第十九条の二 大学は、当該大学、学部及び学科又は課程等の教育上の目的を達成するために必要があると
認められる場合には、前条第一項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する他の大学、専門職
大学又は短期大学（以下この条において「他大学」という。）が当該大学と連携して開設する授業科目
（次項に規定する要件に適合するものに限る。以下この条及び第二十七条の三において「連携開設科目」
という。）を、当該大学が自ら開設したものとみなすことができる。
一 当該大学の設置者（その設置する他大学と当該大学との緊密な連携が確保されているものとして文部
科学大臣が別に定める基準に適合するものに限る。）が設置する他大学

二 大学等連携推進法人（その社員のうちに大学、専門職大学又は短期大学の設置者が二以上ある一般社
団法人のうち、その社員が設置する大学、専門職大学又は短期大学の間の連携の推進を目的とするもの
であつて、当該大学、専門職大学又は短期大学の間の緊密な連携が確保されていることについて文部科
学大臣の認定を受けたものをいう。次項第二号及び第四十五条第三項において同じ。）（当該大学の設
置者が社員であるものであり、かつ、連携開設科目に係る業務を行うものに限る。）の社員が設置する
他大学

２ 前項の規定により当該大学が自ら開設したものとみなすことができる連携開設科目は、次の各号に掲げ
る区分に応じ、当該各号に定める方針に沿つて開設されなければならない。
一 前項第一号に該当する他大学が開設するもの 同号に規定する基準の定めるところにより当該大学の
設置者が策定する連携開設科目の開設及び実施に係る方針

二 前項第二号に該当する他大学が開設するもの 同号の大学等連携推進法人が策定する連携推進方針
（その社員が設置する大学、専門職大学又は短期大学の間の教育研究活動等に関する連携を推進するた
めの方針をいう。）

３ 第一項の規定により連携開設科目を自ら開設したものとみなす大学及び当該連携開設科目を開設する他
大学は、当該連携開設科目を開設し、及び実施するため、文部科学大臣が別に定める事項についての協議
の場を設けるものとする。

（教育課程の編成方法）
第二十条 教育課程は、各授業科目を必修科目、選択科目及び自由科目に分け、これを各年次に配当して編
成するものとする。
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※ECTS－欧州単位互換制度（European Credit Transfer System）

※※英国の3単位は高等教育質保証機構（QAA: Quality Assurance Agency for Higher Education）が説明している英国と
ECTSとの単位換算原則（2008年）に基づく。この原則は英国で単位累積互換制度（CATS: Credit Accumulation and 
Transfer Scheme）を利用するすべての高等教育機関に対し効力を有する。

▼UCTSと他の国・地域の単位（互換）制度との換算表

1UCTS＝38～48学修時間数とする。
また、その学修時間数には、13～16時間の授業時間数（academic hour）が含まれる。

○ アジア太平洋大学交流機構（UMAP: University Mobility in Asia and the Pacific）は、域内の共通の単位互換制度として、
UMAP 単位互換方式（以下UCTS: UMAP Credit Transfer Scheme）を開発。

○ 2013年5月に開催されたUMAP国際理事会により、以下の「新たな概念」が導入。これにより多くのUMAP参加国
並びに参加大学間では、1単位は1単位で単位互換が可能に。 （従来は各大学の個別判断に委ねられていた）

【出典】以下の国立大学協会ＨＰを参照し作成
https://www.janu.jp/international/umap-ucts.html

国／地域 ＵＣＴＳ アジア 日本 米国 欧州（ＥＣＴＳ）※ 英国（ＣＡＴＳ）
※※

単位換算 １ＵＣＴＳ １単位 １単位 １単位 １．５ＥＣＴＳ ３単位

学修量 38-48時間 38-48時間 45時間 45時間 37.5-45時間 ECTSから換算

授業時間 13-16時間 13-16時間 15時間 15時間 ― ―

（参考）単位制度の国際的な接続について

17

（単位）
第二十一条 各授業科目の単位数は、大学において定めるものとする。
２ 前項の単位数を定めるに当たつては、一単位の授業科目を四十五時間の学修を必要とする内容をもつて構成することを標準と
し、授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時間外に必要な学修等を考慮して、次の基準により単位数を計算するも
のとする。
一 講義及び演習については、十五時間から三十時間までの範囲で大学が定める時間の授業をもつて一単位とする。
二 実験、実習及び実技については、三十時間から四十五時間までの範囲で大学が定める時間の授業をもつて一単位とする。た

だし、芸術等の分野における個人指導による実技の授業については、大学が定める時間の授業をもつて一単位とすることがで
きる。

三 （略）
３ 前項の規定にかかわらず、卒業論文、卒業研究、卒業制作等の授業科目については、これらの学修の成果を評価して単位を授

与することが適切と認められる場合には、これらに必要な学修等を考慮して、単位数を定めることができる。

大学設置基準（第六章 教育課程②）



（一年間の授業期間）
第二十二条 一年間の授業を行う期間は、定期試験等の期間を含め、三十五週にわたることを
原則とする。

（各授業科目の授業期間）
第二十三条 各授業科目の授業は、十週又は十五週にわたる期間を単位として行うものとする。
ただし、教育上必要があり、かつ、十分な教育効果をあげることができると認められる場合は、
この限りでない。

（授業を行う学生数）
第二十四条 大学が一の授業科目について同時に授業を行う学生数は、授業の方法及び施設、
設備その他の教育上の諸条件を考慮して、教育効果を十分にあげられるような適当な人数とす
るものとする。

※第二十五条（授業の方法）は次ページ

（成績評価基準等の明示等）
第二十五条の二 大学は、学生に対して、授業の方法及び内容並びに一年間の授業の計画をあ
らかじめ明示するものとする。

２ 大学は、学修の成果に係る評価及び卒業の認定に当たつては、客観性及び厳格性を確保す
るため、学生に対してその基準をあらかじめ明示するとともに、当該基準にしたがつて適切に
行うものとする。

（教育内容等の改善のための組織的な研修等）
第二十五条の三 大学は、当該大学の授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及
び研究を実施するものとする。

（昼夜開講制）
第二十六条 大学は、教育上必要と認められる場合には、昼夜開講制（同一学部において昼間
及び夜間の双方の時間帯において授業を行うことをいう。）により授業を行うことができる。

大学設置基準（第六章 教育課程③）
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大学設置基準（第六章 教育課程④（授業の方法））

（授業の方法）
第二十五条 授業は、講義、演習、実験、実習若しくは実技のいずれかにより又はこれらの併用により行う
ものとする。

２ 大学は、文部科学大臣が別に定めるところにより、前項の授業を、多様なメディアを高度に利用して、
当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることができる。

３ 大学は、第一項の授業を、外国において履修させることができる。前項の規定により、多様なメディア
を高度に利用して、当該授業を行う教室等以外の場所で 履修させる場合についても、同様とする。

４ 大学は、文部科学大臣が別に定めるところにより、第一項の授業の一部を、校舎及び附属施設以外の場
所で行うことができる。

（参考）平成13年文部科学省告示第51号（大学設置基準第二十五条第二項の規定に基づき、大学が履修させることができる授業
について定める件）（いわゆる「メディア授業告示」） （抄）
通信衛星、光ファイバ等を用いることにより、多様なメディアを高度に利用して、文字、音声、静止画、動画等の多様な情報を一体的

に扱うもので、次に掲げるいずれかの要件を満たし、大学において、大学設置基準第二十五条第一項に規定する面接授業に相当する教育

効果を有すると認めたものであること。

一 同時かつ双方向に行われるものであって、かつ、授業を行う教室等以外の教室、研究室又はこれらに準ずる場所(大学設置基準第三

十一条第一項の規定により単位を授与する場合においては、企業の会議室等の職場又は住居に近い場所を含む。)において履修させる

もの

二 毎回の授業の実施に当たって、指導補助者が教室等以外の場所において学生等に対面することにより、又は当該授業を行う教員若し

くは指導補助者が当該授業の終了後すみやかにインターネットその他の適切な方法を利用することにより、設問解答、添削指導、質疑

応答等による十分な指導を併せ行うものであって、かつ、当該授業に関する学生の意見の交換の機会が確保されているもの

○（参考）平成15年文部科学省告示第43号（大学が授業の一部を校舎及び附属施設以外の場所で行う場合について定める件）
（いわゆる「サテライト告示」）（抄）

大学設置基準第二十五条第四項の規定に基づき、大学が授業の一部を校舎並びに附属施設以外の場所で行う場合は、次に掲げる要件を満

たすものとする。

一 実務の経験を有する者等を対象とした授業を行うものであること。

二 校舎及び附属施設において十分な教育研究を行い、その一部を校舎及び附属施設以外の場所において行うものであること。

三 当該授業を行う校舎及び附属施設以外の場所は、実務の経験を有する者等の利便及び教員等の移動に配慮し、教育研究上支障がない

位置にあること。

四 当該授業を行う校舎及び附属施設以外の場所は、教育にふさわしい環境を有し、当該場所には、学生自習室その他の施設及び図書等

の施設が適切に整備されていること。
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（単位の授与）
第二十七条 大学は、一の授業科目を履修した学生に対しては、試験の上単位を与えるものとする。ただし、第二
十一条第三項の授業科目については、大学の定める適切な方法により学修の成果を評価して単位を与えることが
できる。

（履修科目の登録の上限）
第二十七条の二 大学は、学生が各年次にわたつて適切に授業科目を履修するため、卒業の要件として学生が修
得すべき単位数について、学生が一年間又は一学期に履修科目として登録することができる単位数の上限を定め
るよう努めなければならない。

２ 大学は、その定めるところにより、所定の単位を優れた成績をもつて修得した学生については、前項に定める
上限を超えて履修科目の登録を認めることができる。

（履修科目の登録の上限）
第二十七条の二 大学は、学生が各年次にわたつて適切に授業科目を履修するため、卒業の要件として学生が修得
すべき単位数について、学生が一年間又は一学期に履修科目として登録することができる単位数の上限を定める
よう努めなければならない。

２ 大学は、その定めるところにより、所定の単位を優れた成績をもつて修得した学生については、前項に定める
上限を超えて履修科目の登録を認めることができる。

（連携開設科目に係る単位の認定）
第二十七条の三 大学は、学生が他の大学、専門職大学又は短期大学において履修した連携開設科目について修得
した単位を、当該大学における授業科目の履修により修得したものとみなすものとする。

（他の大学、専門職大学又は短期大学における授業科目の履修等）
第二十八条 大学は、教育上有益と認めるときは、学生が大学の定めるところにより他の大学、専門職大学又は短
期大学において履修した授業科目について修得した単位を、六十単位を超えない範囲で当該大学における授業科
目の履修により修得したものとみなすことができる。

２ 前項の規定は、学生が、外国の大学（専門職大学に相当する外国の大学を含む。以下この項において同じ。）
又は短期大学に留学する場合、外国の大学又は短期大学が行う通信教育における授業科目を我が国において履修
する場合及び外国の大学又は短期大学の教育課程を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付け
られた教育施設であつて、文部科学大臣が別に指定するものの当該教育課程における授業科目を我が国において
履修する場合について準用する。

大学設置基準（第七章 卒業の要件等①）
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（大学以外の教育施設等における学修）
第二十九条 大学は、教育上有益と認めるときは、学生が行う短期大学又は高等専門学校の専攻科における学修そ
の他文部科学大臣が別に定める学修を、当該大学における授業科目の履修とみなし、大学の定めるところにより
単位を与えることができる。

２ 前項により与えることができる単位数は、前条第一項及び第二項により当該大学において修得したものとみな
す単位数と合わせて六十単位を超えないものとする。

（入学前の既修得単位等の認定）
第三十条 大学は、教育上有益と認めるときは、学生が当該大学に入学する前に大学、専門職大学又は短期大学に
おいて履修した授業科目について修得した単位（第三十一条第一項及び第二項の規定により修得した単位を含
む。）を、当該大学に入学した後の当該大学における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。

２ 大学は、教育上有益と認めるときは、学生が当該大学に入学する前に行つた前条第一項に規定する学修を、当
該大学における授業科目の履修とみなし、大学の定めるところにより単位を与えることができる。

３ 前二項により修得したものとみなし、又は与えることのできる単位数は、編入学、転学等の場合を除き、当該
大学において修得した単位（第二十七条の三の規定により修得したものとみなすものとする単位を含む。）以外
のものについては、第二十八条第一項（同条第二項において準用する場合を含む。）及び前条第一項により当該
大学において修得したものとみなす単位数と合わせて六十単位を超えないものとする。

（長期にわたる教育課程の履修）
第三十条の二 大学は、大学の定めるところにより、学生が、職業を有している等の事情により、修業年限を超え
て一定の期間にわたり計画的に教育課程を履修し卒業することを希望する旨を申し出たときは、その計画的な履
修を認めることができる。

（科目等履修生等）
第三十一条 大学は、大学の定めるところにより、当該大学の学生以外の者で一又は複数の授業科目を履修する者
（以下この条において「科目等履修生」という。）に対し、単位を与えることができる。

２ 大学は、大学の定めるところにより、当該大学の学生以外の者で学校教育法第百五条に規定する特別の課程を
履修する者（以下この条において「特別の課程履修生」という。）に対し、単位を与えることができる。

３ 科目等履修生及び特別の課程履修生に対する単位の授与については、第二十七条の規定を準用する。
４ 大学は、科目等履修生、特別の課程履修生その他の学生以外の者（次項において「科目等履修生等」とい
う。）を相当数受け入れる場合においては、第十三条、第三十七条及び第三十七条の二に規定する基準を考慮し
て、教育に支障のないよう、それぞれ相当の専任教員並びに校地及び校舎の面積を増加するものとする。

５ 大学は、科目等履修生等を受け入れる場合においては、一の授業科目について同時に授業を行うこれらの者の
人数は、第二十四条の規定を踏まえ、適当な人数とするものとする。

大学設置基準（第七章 卒業の要件等②）
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（卒業の要件）
第三十二条 卒業の要件は、大学に四年以上在学し、百二十四単位以上を修得することとする。
２ 前項の規定にかかわらず、医学又は歯学に関する学科に係る卒業の要件は、大学に六年以上在学し、百八十八
単位以上を修得することとする。ただし、教育上必要と認められる場合には、大学は、修得すべき単位の一部の
修得について、これに相当する授業時間の履修をもつて代えることができる。

３ 第一項の規定にかかわらず、薬学に関する学科のうち臨床に係る実践的な能力を培うことを主たる目的とする
ものに係る卒業の要件は、大学に六年以上在学し、百八十六単位以上（将来の薬剤師としての実務に必要な薬学
に関する臨床に係る実践的な能力を培うことを目的として大学の附属病院その他の病院及び薬局で行う実習（以
下「薬学実務実習」という。）に係る二十単位以上を含む。）を修得することとする。

４ 第一項の規定にかかわらず、獣医学に関する学科に係る卒業の要件は、大学に六年以上在学し、百八十二単位
以上を修得することとする。

５ 前四項又は第四十二条の十二の規定により卒業の要件として修得すべき単位数のうち、第二十五条第二項の授
業の方法により修得する単位数は六十単位を超えないものとする。

６ 第一項から第四項まで又は第四十二条の十二の規定により卒業の要件として修得すべき単位数のうち、第二十
七条の三の規定により修得したものとみなすものとする単位数は三十単位を超えないものとする。

（参考）学校教育法
第八十七条 大学の修業年限は、四年とする。ただし、特別の専門事項を教授研究する学部及び前条の夜間におい
て授業を行う学部については、その修業年限は、四年を超えるものとすることができる。

２ （略）

（授業時間制をとる場合の特例）
第三十三条 前条第二項ただし書により授業時間の履修をもつて単位の修得に代える授業科目に係る第二十一条第
一項又は第二十七条の規定の適用については、第二十一条第一項中「単位数」とあるのは「授業時間数」と、第
二十七条中「一の授業科目」とあるのは「授業科目」と、「単位を与えるものとする」とあるのは「修了を認定
するものとする」とする。

２ 授業時間数を定めた授業科目については、当該授業科目の授業時間数をこれに相当する単位数とみなして第二
十八条第一項（同条第二項において準用する場合を含む。）、第二十九条第一項又は第三十条第一項若しくは第
二項の規定を適用することができる。

大学設置基準（第七章 卒業の要件等③）
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(校地)
第三十四条 校地は、教育にふさわしい環境をもち、校舎の敷地には、学生が休息その他に利用するのに適当な
空地を有するものとする。

２ 前項の規定にかかわらず、大学は、法令の規定による制限その他のやむを得ない事由により所要の土地の取
得を行うことが困難であるため前項に規定する空地を校舎の敷地に有することができないと認められる場合に
おいて、学生が休息その他に利用するため、適当な空地を有することにより得られる効用と同等以上の効用が
得られる措置を当該大学が講じている場合に限り、空地を校舎の敷地に有しないことができる。

３ 前項の措置は、次の各号に掲げる要件を満たす施設を校舎に備えることにより行うものとする。
一 できる限り開放的であつて、多くの学生が余裕をもつて休息、交流その他に利用できるものであること。
二 休息、交流その他に必要な設備が備えられていること。

(運動場)
第三十五条 運動場は、教育に支障のないよう、原則として校舎と同一の敷地内又はその隣接地に設けるものと
し、やむを得ない場合には適当な位置にこれを設けるものとする。

２ 前項の規定にかかわらず、大学は、法令の規定による制限その他のやむを得ない事由により所要の土地の取
得を行うことが困難であるため前項に規定する運動場を設けることができないと認められる場合において、運
動場を設けることにより得られる効用と同等以上の効用が得られる措置を当該大学が講じており、かつ、教育
に支障がないと認められる場合に限り、運動場を設けないことができる。

３ 前項の措置は、原則として体育館その他のスポーツ施設を校舎と同一の敷地内又はその隣接地に備えること
により行うものとする。ただし、やむを得ない特別の事情があるときは、当該大学以外の者が備える運動施設
であつて次の各号に掲げる要件を満たすものを学生に利用させることにより行うことができるものとする。
一 様々な運動が可能で、多くの学生が余裕をもつて利用できること。
二 校舎から至近の位置に立地していること。
三 学生の利用に際し経済的負担の軽減が十分に図られているものであること。

大学設置基準（第八章 校地、校舎等の施設及び設備等①）
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(校舎等施設)
第三十六条 大学は、その組織及び規模に応じ、少なくとも次に掲げる専用の施設を備えた校舎を有するものと
する。ただし、特別の事情があり、かつ、教育研究に支障がないと認められるときは、この限りでない。
一 学長室、会議室、事務室
二 研究室、教室(講義室、演習室、実験・実習室等とする。)
三 図書館、医務室、学生自習室、学生控室

２ 研究室は、専任の教員に対しては必ず備えるものとする。
３ 教室は、学科又は課程に応じ、必要な種類と数を備えるものとする。
４ 校舎には、第一項に掲げる施設のほか、なるべく情報処理及び語学の学習のための施設を備えるものとする。
５ 大学は、校舎のほか、原則として体育館を備えるとともに、なるべく体育館以外のスポーツ施設及び講堂並
びに寄宿舎、課外活動施設その他の厚生補導に関する施設を備えるものとする。

６ 夜間において授業を行う学部(以下「夜間学部」という。)を置く大学又は昼夜開講制を実施する大学にあつ
ては、研究室、教室、図書館その他の施設の利用について、教育研究に支障のないようにするものとする。

(校地の面積)
第三十七条 大学における校地の面積(附属病院以外の附属施設用地及び寄宿舎の面積を除く。)は、収容定員上
の学生一人当たり十平方メートルとして算定した面積に附属病院建築面積を加えた面積とする。

２ 前項の規定にかかわらず、同じ種類の昼間学部(昼間において授業を行う学部をいう。以下同じ。)及び夜間
学部が近接した施設等を使用し、又は施設等を共用する場合の校地の面積は、当該昼間学部及び夜間学部にお
ける教育研究に支障のない面積とする。

３ 昼夜開講制を実施する場合においては、これに係る収容定員、履修方法、施設の使用状況等を考慮して、教
育に支障のない限度において、第一項に規定する面積を減ずることができる。

24

大学設置基準（第八章 校地、校舎等の施設及び設備等②）



別表第三 イ(1)抜粋

（校舎の面積）
第三十七条の二 校舎の面積は、一個の学部のみを置く大学にあつては、別表第三イ(1)若しくは(2)又はロの表
に定める面積（略）以上とし、複数の学部を置く大学にあつては、当該複数の学部のうち同表に定める面積
（略）が最大である学部についての同表に定める面積（略）に当該学部以外の学部についてのそれぞれ別表第
三ロ又はハ(1)若しくは(2)の表に定める面積（略）を合計した面積を加えた面積（略）以上とする。

別表第三 ハ(1)抜粋
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（図書等の資料及び図書館）
第三十八条 大学は、学部の種類、規模等に応じ、図書、学術雑誌、視聴覚資料その他の教育研究上必要な資料
を、図書館を中心に系統的に備えるものとする。

２ 図書館は、前項の資料の収集、整理及び提供を行うほか、情報の処理及び提供のシステムを整備して学術情
報の提供に努めるとともに、前項の資料の提供に関し、他の大学の図書館等との協力に努めるものとする。

３ 図書館には、その機能を十分に発揮させるために必要な専門的職員その他の専任の職員を置くものとする。
４ 図書館には、大学の教育研究を促進できるような適当な規模の閲覧室、レフアレンス・ルーム、整理室、書
庫等を備えるものとする。

５ 前項の閲覧室には、学生の学習及び教員の教育研究のために十分な数の座席を備えるものとする。

（附属施設）
第三十九条 次の表の上欄に掲げる学部を置き、又は学科を設ける大学には、その学部又は学科の教育研究に必
要な施設として、それぞれ下欄に掲げる附属施設を置くものとする。

２ 工学に関する学部を置く大学には、原則として実験・実習工場を置くものとする。
26
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（薬学実務実習に必要な施設）
第三十九条の二 薬学に関する学部又は学科のうち臨床に係る実践的な能力を培うことを主たる目的とするもの
を置き、又は設ける大学は、薬学実務実習に必要な施設を確保するものとする。

（機械、器具等）
第四十条 大学は、学部又は学科の種類、教員数及び学生数に応じて必要な種類及び数の機械、器具及び標本を
備えるものとする。

（二以上の校地において教育研究を行う場合における施設及び設備）
第四十条の二 大学は、二以上の校地において教育研究を行う場合においては、それぞれの校地ごとに教育研究
に支障のないよう必要な施設及び設備を備えるものとする。ただし、その校地が隣接している場合は、この限
りでない。

（教育研究環境の整備）
第四十条の三 大学は、その教育研究上の目的を達成するため、必要な経費の確保等により、教育研究にふさわ
しい環境の整備に努めるものとする。

（大学等の名称）
第四十条の四 大学、学部及び学科（以下「大学等」という。）の名称は、大学等として適当であるとともに、
当該大学等の教育研究上の目的にふさわしいものとする。
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（事務組織）
第四十一条 大学は、その事務を遂行するため、専任の職員を置く適当な事務組織を設けるも
のとする。

（厚生補導の組織）
第四十二条 大学は、学生の厚生補導を行うため、専任の職員を置く適当な組織を設けるもの
とする。

（社会的及び職業的自立を図るために必要な能力を培うための体制）
第四十二条の二 大学は、当該大学及び学部等の教育上の目的に応じ、学生が卒業後自らの資
質を向上させ、社会的及び職業的自立を図るために必要な能力を、教育課程の実施及び厚生
補導を通じて培うことができるよう、大学内の組織間の有機的な連携を図り、適切な体制を
整えるものとする。

（研修の機会等）
第四十二条の三 大学は、当該大学の教育研究活動等の適切かつ効果的な運営を図るため、そ
の職員に必要な知識及び技能を習得させ、並びにその能力及び資質を向上させるための研修
（第二十五条の三に規定する研修に
該当するものを除く。）の機会を設けることその他必要な取組を行うものとする。

大学設置基準（第九章 事務組織等）
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大学設置基準（第九章の二 学部等連係課程実施基本組織に関する特例）

（学部等連係課程実施基本組織）

第四十二条の三の二 大学は、横断的な分野に係る教育課程を実施する上で特に必要があ
ると認められる場合であつて、教育研究に支障がないと認められる場合には、当該大学に

置かれる二以上の学部等（学部又は学部以外の基本組織（この条の規定により置かれたも

のを除く。）をいう。以下この条において同じ。）との緊密な連係及び協力の下、当該二
以上の学部等が有する教員組織及び施設設備等の一部を用いて横断的な分野に係る教育課

程を実施する学部以外の基本組織（以下この条及び別表第一において「学部等連係課程実

施基本組織」という。）を置くことができる。
２ 学部等連係課程実施基本組織に係る専任教員は、教育研究に支障がないと認められる

場合には、前項に規定する二以上の学部等（以下この条において「連係協力学部等」とい

う。）の専任教員がこれを兼ねることができる。
３ 学部等連係課程実施基本組織に係る専任教員数、校舎の面積及び附属施設の基準は、

連係協力学部等の全てがそれらに係る当該基準をそれぞれ満たすことをもつて足りるもの

とする。
４ 学部等連係課程実施基本組織の収容定員は、連係協力学部等の収容定員の内数とし、

当該学部等連係課程実施基本組織ごとに学則で定めるものとする。

５ 第六条第三項の規定にかかわらず、この省令において、第二章、第十三条、第十八条、
第三十七条の二、第三十九条、第十章から第十三章まで、第五十七条及び別表第一から別

表第三までを除き、「学部」には学部等連係課程実施基本組織を含むものとする。
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大学設置基準（第十章 専門職学科に関する特例①）

（専門職学科とする学科等）
第四十二条の四 大学の学部の学科（学校教育法第八十七条第二項に規定する課程に係る学科を除く。）のうち、専門性が求め
られる職業を担うための実践的かつ応用的な能力を展開する教育課程を編成するものは、専門職学科とする。

２ 前項に規定する専門職学科のみで組織する学部は、専門職学部とする。

（専門職学科に係る入学者選抜）
第四十二条の五 専門職学科を設ける大学は、専門職学科に係る入学者の選抜に当たつては、第二条の二に定めるところによる
ほか、実務の経験を有する者その他の入学者の多様性の確保に配慮した入学者選抜を行うよう努めるものとする。

（実務の経験等を有する専任教員）
第四十二条の六 専門職学科を置く学部に係る第十三条の規定による専任教員数のうち、別表第一イ⑵による専門職学科の専任
教員数のおおむね四割以上は、専攻分野におけるおおむね五年以上の実務の経験を有し、かつ、高度の実務の能力を有する者
（次項において「実務の経験等を有する専任教員」という。）とする。

２ 専門職学科に係る実務の経験等を有する専任教員のうち、前項に規定するおおむね四割の専任教員の数に二分の一を乗じて
算出される数（小数点以下の端数があるときは、これを四捨五入する。）以上は、次の各号のいずれかに該当する者とする。
一 大学又は専門職大学において教授、准教授、専任の講師又は助教の経歴（外国におけるこれらに相当する教員としての経
歴を含む。）のある者

二 博士の学位、修士の学位又は学位規則第五条の二に規定する専門職学位（外国において授与されたこれらに相当する学位
を含む。）を有する者

三 企業等に在職し、実務に係る研究上の業績を有する者
３ 第一項に規定するおおむね四割の専任教員の数に二分の一を乗じて算出される数（小数点以下の端数があるときは、これを
四捨五入する。）の範囲内については、専任教員以外の者であつても、一年につき六単位以上の授業科目を担当し、かつ、教
育課程の編成その他の学部の運営について責任を担う者で足りるものとする。

（専門職学科に係る教育課程の編成方針）
第四十二条の七 専門職学科の教育課程の編成に当たつては、専門職学科を設ける大学は、第十九条に定めるところによるほか、
専門性が求められる職業を担うための実践的な能力及び当該職業の分野において創造的な役割を担うための応用的な能力を展
開させるとともに、職業倫理を涵養するよう適切に配慮しなければならない。

２ 専門職学科を設ける大学は、専門職学科の専攻に係る職業を取り巻く状況を踏まえて必要な授業科目を開発し、当該職業の
動向に即した教育課程の編成を行うとともに、当該状況の変化に対応し、授業科目の内容、教育課程の構成等について、不断
の見直しを行うものとする。

３ 前項の規定による授業科目の開発、教育課程の編成及びそれらの見直しは、次条に規定する教育課程連携協議会の意見を勘
案するとともに、適切な体制を整えて行うものとする。 30



大学設置基準（第十章 専門職学科に関する特例②）

（教育課程連携協議会）
第四十二条の八 専門職学科を設ける大学は、産業界及び地域社会との連携により、専門職学科の教育課程を編成し、及び円滑
かつ効果的に実施するため、教育課程連携協議会を設けるものとする。

２ 教育課程連携協議会は、次に掲げる者をもつて構成する。
一 学長又は専門職学科を設ける学部の長（以下この条において「学長等」という。）が指名する教員その他の職員
二 当該専門職学科の課程に係る職業に就いている者又は当該職業に関連する事業を行う者による団体のうち、広範囲の地域
で活動するものの関係者であつて、当該職業の実務に関し豊富な経験を有するもの

三 地方公共団体の職員、地域の事業者による団体の関係者その他の地域の関係者
四 臨地実務実習（第四十二条の十二第一項第三号に規定する臨地実務実習をいう。）その他の授業科目の開設又は授業の実
施において当該専門職学科を設ける大学と協力する事業者

五 当該専門職学科を設ける大学の教員その他の職員以外の者であつて学長等が必要と認めるもの
３ 教育課程連携協議会は、次に掲げる事項について審議し、学長等に意見を述べるものとする。
一 産業界及び地域社会との連携による授業科目の開設その他の専門職学科の教育課程の編成に関する基本的な事項
二 産業界及び地域社会との連携による授業の実施その他の専門職学科の教育課程の実施に関する基本的な事項及びその実施
状況の評価に関する事項

（専門職学科の授業科目）
第四十二条の九 専門職学科を設ける大学は、次の各号に掲げる授業科目を開設するものとする。
一 一般・基礎科目（幅広く深い教養及び総合的な判断力を培うための授業科目並びに生涯にわたり自らの資質を向上させ、
社会的及び職業的自立を図るために必要な能力を育成するための授業科目をいう。）

二 職業専門科目（専攻に係る特定の職業において必要とされる理論的かつ実践的な能力及び当該職業の分野全般にわたり必
要な能力を育成するための授業科目をいう。）

三 展開科目（専攻に係る特定の職業の分野に関連する分野における応用的な能力であつて、当該職業の分野において創造的
な役割を果たすために必要なものを育成するための授業科目をいう。）

四 総合科目（修得した知識及び技能等を総合し、専門性が求められる職業を担うための実践的かつ応用的な能力を総合的に
向上させるための授業科目をいう。）
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大学設置基準（第十章 専門職学科に関する特例③）

（専門職学科に係る授業を行う学生数）
第四十二条の十 専門職学科を設ける大学が当該専門職学科の一の授業科目について同時に授業を行う学生数は、第二十四条の
規定にかかわらず、四十人以下とする。ただし、教育上必要があり、かつ、十分な教育効果をあげることができると認められ
る場合は、この限りでない。

（入学前の実務経験を通じて修得した実践的な能力についての単位認定）
第四十二条の十一 専門職学科を設ける大学は、学生が当該大学に入学する前に専門性が求められる職業に係る実務の経験を通
じ、当該職業を担うための実践的な能力（当該専門職学科において修得させることとしているものに限る。）を修得している
場合において、教育上有益と認めるときは、文部科学大臣が別に定めるところにより、当該実践的な能力の修得を、当該専門
職学科における授業科目の履修とみなし、三十単位を超えない範囲で大学の定めるところにより、単位を与えることができる。

２ 前項により与えることができる単位数は、編入学、転学等の場合を除き、第二十八条第一項（同条第二項において準用する
場合を含む。）、第二十九条第一項並びに第三十条第一項及び第二項により当該大学において修得したものとみなし、又は与
える単位数（第三十条第一項により修得したものとみなす単位数にあつては、当該大学において入学前に修得した単位以外の
ものに限る。）と合わせて六十単位を超えないものとする。

（専門職学科に係る卒業の要件）
第四十二条の十二 専門職学科に係る卒業の要件は、第三十二条第一項及び第五項に定めるところによるほか、次の各号のいず
れにも該当することとする。
一 同条第一項の規定により卒業の要件として修得すべき百二十四単位以上の単位に、一般・基礎科目及び展開科目に係るそ
れぞれ二十単位以上、職業専門科目に係る六十単位以上並びに総合科目に係る四単位以上が含まれること。

二 実験、実習又は実技による授業科目（やむを得ない事由があり、かつ、教育効果を十分にあげることができると認める場
合には、演習、実験、実習又は実技による授業科目）に係る四十単位以上を修得すること。

三 前号の授業科目に係る単位に臨地実務実習（企業その他の事業者の事業所又はこれに類する場所において、当該事業者の
実務に従事することにより行う実習による授業科目であつて、文部科学大臣が別に定めるところにより開設されるものをい
う。以下同じ。）に係る二十単位が含まれること。ただし、やむを得ない事由があり、かつ、教育効果を十分にあげること
ができると認められる場合には、五単位を超えない範囲で、連携実務演習等（企業その他の事業者と連携して開設する演習、
実験、実習又は実技による授業科目のうち、当該事業者の実務に係る課題に取り組むもの（臨地実務実習を除く。）であつ
て、文部科学大臣が別に定めるところにより開設されるものをいう。）をもつてこれに代えることができること。

（実務実習に必要な施設）
第四十二条の十三 専門職学科を設ける大学は、実験・実習室及び附属施設のほか、当該専門職学科に係る臨地実務実習その他

の実習に必要な施設を確保するものとする。
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大学設置基準（第十一章 共同教育課程に関する特例①）

（共同教育課程の編成）
第四十三条 二以上の大学は、その大学、学部及び学科の教育上の目的を達成するために必要があると認められる場合には、第
十九条第一項の規定にかかわらず、当該二以上の大学のうち一の大学が開設する授業科目を、当該二以上の大学のうち他の大
学の教育課程の一部とみなして、それぞれの大学ごとに同一内容の教育課程（通信教育に係るもの及び大学が外国に設ける学
部、学科その他の組織において開設される授業科目の履修により修得する単位を当該学科に係る卒業の要件として修得すべき
単位の全部又は一部として修得するものを除く。以下「共同教育課程」という。）を編成することができる。ただし、共同教
育課程を編成する大学（以下「構成大学」という。）は、それぞれ当該共同教育課程に係る主要授業科目の一部を必修科目と
して自ら開設するものとする。

２ 大学は、共同教育課程（大学院の課程に係るものを含む。）のみを編成することはできない。
３ 構成大学は、当該共同教育課程を編成し、及び実施するための協議の場を設けるものとする。

（共同教育課程に係る単位の認定）
第四十四条 構成大学は、学生が当該構成大学のうち一の大学において履修した共同教育課程に係る授業科目について修得した
単位（第三十二条第二項ただし書により授業時間の履修をもつて代えるものを含む。）を、当該構成大学のうち他の大学にお
ける当該共同教育課程に係る授業科目の履修により修得したものとそれぞれみなすものとする。

（共同学科に係る卒業の要件）
第四十五条 共同教育課程を編成する学科（以下「共同学科」という。）に係る卒業の要件は、第三十二条第一項、第三項若し
くは第四項又は第四十二条の十二に定めるもののほか、それぞれの大学において当該共同教育課程に係る授業科目の履修によ
り三十一単位以上を修得することとする。

２ 前項の規定にかかわらず、医学又は歯学に関する共同学科に係る卒業の要件は、第三十二条第二項に定めるもののほか、そ
れぞれの大学において当該共同教育課程に係る授業科目の履修により三十二単位（同項ただし書により授業時間の履修をもつ
て代えるものを含む。）以上を修得することとする。

３ 全ての構成大学の設置者が同一であり、かつ、第十九条の二第一項第一号に規定する基準に適合している場合又は全ての構
成大学の設置者が同一の大学等連携推進法人（共同教育課程に係る業務を行うものに限る。）の社員である場合における前二
項の規定の適用については、これらの項中「三十一単位」及び「三十二単位」とあるのは、「二十単位」とする。

４ 前三項の規定によりそれぞれの大学において当該共同教育課程に係る授業科目の履修により修得する単位数には、第二十七
条の三、第二十八条第一項（同条第二項において準用する場合を含む。）、第二十九条第一項、第三十条第一項若しくは第二
項、第四十二条の十一第一項又は前条の規定により修得したものとみなし、若しくは与えることができ、又はみなすものとす
る単位を含まないものとする。
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大学設置基準（第十一章 共同教育課程に関する特例②）

（共同学科に係る専任教員数）
第四十六条 共同学科に係る専任教員の数は、それぞれの大学に置く当該共同教育課程を編成する学科を合わせて一の学部とみ
なして、その種類及び規模に応じ別表第一イ（１）若しくは（２）の表の中欄又はロの表を適用して得られる教授等の数（次
項において「全体専任教員数」という。）をこれらの学科に係る収容定員の割合に応じて按分した数（その数に一に満たない
端数があるときはこれを切り捨てる。以下この条において「大学別専任教員数」という。）以上とする。

２ 前項に規定する当該共同教育課程を編成する学科に係る大学別専任教員数の合計が全体専任教員数に満たないときは、その
不足する数の専任教員をいずれかの大学の当該共同教育課程を編成する学科に置くものとする。

３ 第一項の規定による当該共同教育課程を編成する学科に係る大学別専任教員数（前項の規定により当該学科に不足する数の
専任教員を置くときは、当該専任教員の数を加えた数）が、当該学科の種類に応じ、別表第一イ（１）若しくは（２）の表の
下欄（保健衛生学関係（看護学関係）にあつては、中欄）に定める専任教員の数の八割に相当する数又は別表第一ロの表の収
容定員三六〇人までの場合の専任教員数の欄の数（以下これらをこの項において「最小大学別専任教員数」という。）に満た
ないときは、前二項の規定にかかわらず、当該学科に係る専任教員の数は、最小大学別専任教員数以上とする。

（共同学科に係る校地の面積）

第四十七条 第三十七条第一項の規定にかかわらず、共同学科に係る校地の面積については、それぞれの大学に置く当該共同教
育課程を編成する学科に係る校地の面積を合計した面積がこれらの学科に係る収容定員を合計した数に十平方メートルを乗じ
て得た面積を超え、かつ、教育研究に支障がないと認められる場合には、それぞれの大学ごとに当該学科に係る収容定員上の
学生一人当たり十平方メートルとして算定した面積を有することを要しない。

（共同学科に係る校舎の面積）
第四十八条 共同学科に係る校舎の面積は、それぞれの大学に置く当該共同教育課程を編成する学科を合わせて一の学部とみな
してその種類に応じ別表第三イ（１）若しくは（２）又はロの表を適用して得られる面積（次項において「全体校舎面積」と
いう。）をこれらの学科に係る収容定員の割合に応じて按分した面積（次項において「大学別校舎面積」という。）以上とす
る。

２ 第三十七条の二及び前項の規定にかかわらず、共同学科に係る校舎の面積については、それぞれの大学に置く当該共同教育
課程を編成する学科に係る校舎の面積を合計した面積が全体校舎面積を超え、かつ、教育研究に支障がないと認められる場合
には、それぞれの大学ごとに大学別校舎面積を有することを要しない。

（共同学科に係る施設及び設備）
第四十九条 前二条に定めるもののほか、第三十四条から第三十六条まで、第三十八条から第四十条まで及び第四十二条の十三
の規定にかかわらず、共同学科に係る施設及び設備については、それぞれの大学に置く当該共同教育課程を編成する学科を合
わせて一の学部又は学科とみなしてその種類、教員数及び学生数に応じて必要な施設及び設備を備え、かつ、教育研究に支障
がないと認められる場合には、それぞれの大学ごとに当該学科に係る施設及び設備を備えることを要しない。 34



大学設置基準（第十二章 工学に関する学部の教育課程等に関する特例）

（工学に関する学部の教育課程の編成）
第四十九条の二 工学に関する学部を設ける大学であつて当該学部を基礎とする大学院の研究科を設けるものは、当該学部にお
ける教育及び当該研究科における教育の連続性に配慮した教育課程（以下「工学分野の連続性に配慮した教育課程」とい
う。）を編成することができる。

２ 工学分野の連続性に配慮した教育課程を編成する大学は、当該教育課程を履修する学生が幅広く深い教養及び総合的な判断
力を向上させることができるよう、当該大学における工学に関する学部において、工学以外の専攻分野に係る授業科目、企業
等との連携による授業科目その他多様な授業科目を開設するよう努めるものとする。

（工学分野の連続性に配慮した教育課程に係る教員の配置）
第四十九条の三 前条第二項に規定する工学以外の専攻分野に係る授業科目を開設する場合は、第十三条に規定する数の専任教
員に加え、当該授業科目の実施に必要な教員を置くものとする。この場合において、当該教員については、大学における教育
研究の遂行に支障がないと認められる場合には、当該大学における工学に関する学部以外の学部における専任教員をもつて充
てることができる。

２ 前条第二項に規定する企業等との連携による授業科目を開設する場合は、第十三条に規定する数の専任教員に加え、当該授

業科目の実施に必要な専任教員として、専攻分野におけるおおむね五年以上の実務の経験を有し、かつ、高度の実務の能力を
有する者を置くものとする。この場合において、当該教員が専任教員以外の者である場合には、一年につき六単位以上の授業
科目を担当し、かつ、教育課程の編成その他の教育研究上の組織の運営について責任を担うこととする。

（課程を設ける工学に関する学部に係る専任教員数）
第四十九条の四 第五条の規定に基づき学科に代えて課程を設ける工学に関する学部に係る専任教員の数は、次に掲げる区分に
応じ、それぞれ次に定める数とする。ただし、収容定員が、第一号に掲げる場合にあつては別表第一イの表に定める数、第二
号に掲げる場合にあつては同表に定める数に専攻分野の数を乗じた数に満たない場合の専任教員数は、その二割の範囲内にお
いて兼任の教員に代えることができる。
一 当該学部が一の専攻分野のみを有する場合 別表第一イの表の中欄に定める教員数とする。収容定員が同欄に定める数を
超える場合は、その超える収容定員に応じて四〇〇人につき教員三人の割合により算出される数の教員を増加するものとす
る。

二 当該学部が二以上の専攻分野を有する場合 別表第一イの表の下欄に定める教員数に専攻分野の数を乗じた数とする。収
容定員が同欄に定める数に専攻分野の数を乗じた数を超える場合は、その超える収容定員に応じて四〇〇人につき教員三人
の割合により算出される数の教員を増加するものとする。
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大学設置基準（第十三章 国際連携学科に関する特例①）

（国際連携学科の設置）
第五十条 大学は、その学部の教育上の目的を達成するために必要があると認められる場合には、学部に、文部科学大臣が別に
定めるところにより、外国の大学と連携して教育研究を実施するための学科（第五条の課程を含む。）（以下「国際連携学
科」という。）を設けることができる。

２ 大学は、学部に国際連携学科のみを設けることはできない。
３ 国際連携学科の収容定員は、当該学科を設ける学部の収容定員の二割（一の学部に複数の国際連携学科を設けるときは、そ
れらの収容定員の合計が当該学部の収容定員の二割）を超えない範囲で定めるものとする。

（国際連携教育課程の編成）
第五十一条 国際連携学科を設ける大学は、第十九条第一項の規定にかかわらず、国際連携学科において連携して教育研究を実
施する一以上の外国の大学（以下「連携外国大学」という。）が開設する授業科目を教育課程の一部とみなして、当該連携外
国大学と連携した教育課程（通信教育に係るものを除く。）（以下「国際連携教育課程」という。）を編成することができる。
ただし、国際連携学科を設ける大学は、国際連携教育課程に係る主要授業科目の一部を必修科目として自ら開設するものとす
る。

２ 国際連携学科を設ける大学は、国際連携教育課程を編成し、及び実施するため、連携外国大学と文部科学大臣が別に定める
事項についての協議の場を設けるものとする。

（共同開設科目）
第五十二条 国際連携学科を設ける大学は、第十九条第一項の規定にかかわらず、連携外国大学と共同して授業科目を開設する
ことができる。

２ 国際連携学科を設ける大学が前項の授業科目（以下この項において「共同開設科目」という。）を開設した場合、当該大学
の国際連携学科の学生が当該共同開設科目の履修により修得した単位は、三十単位を超えない範囲で、当該大学又は連携外国
大学のいずれかにおいて修得した単位とすることができる。ただし、連携外国大学において修得した単位数が、第五十四条第
一項及び第二項の規定により連携外国大学において修得することとされている単位数に満たない場合は、共同開設科目の履修
により修得した単位を連携外国大学において修得した単位とすることはできない。

（国際連携教育課程に係る単位の認定）
第五十三条 国際連携学科を設ける大学は、学生が連携外国大学において履修した国際連携教育課程に係る授業科目について修
得した単位（第三十二条第二項ただし書により授業時間の履修をもつて代えるものを含む。）を、当該国際連携教育課程に係
る授業科目の履修により修得したものとみなすものとする。
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大学設置基準（第十三章 国際連携学科に関する特例②）

（国際連携学科に係る卒業の要件）
第五十四条 国際連携学科に係る卒業の要件は、第三十二条第一項、第三項若しくは第四項又は第四十二条の十二に定めるもの
のほか、国際連携学科を設ける大学において国際連携教育課程に係る授業科目の履修により六十二単位以上（薬学に関する学
科のうち臨床に係る実践的な能力を培うことを主たる目的とするものを履修する課程にあつては九十三単位以上、獣医学を履
修する課程にあつては九十一単位以上）を修得するとともに、それぞれの連携外国大学において当該国際連携教育課程に係る
授業科目の履修により三十一単位以上を修得することとする。

２ 前項の規定にかかわらず、医学又は歯学に関する国際連携学科に係る卒業の要件は、第三十二条第二項に定めるもののほか、

国際連携学科を設ける大学において国際連携教育課程に係る授業科目の履修により九十四単位以上（同項ただし書により授業
時間の履修をもつて代えるものを含む。）を修得するとともに、それぞれの連携外国大学において当該国際連携教育課程に係
る授業科目の履修により三十二単位以上を修得することとする。

３ 前二項の規定により国際連携学科を設ける大学及びそれぞれの連携外国大学において国際連携教育課程に係る授業科目の履
修により修得する単位数には、第二十七条の三、第二十八条第一項（同条第二項において準用する場合を含む。）、第二十九
条第一項、第三十条第一項若しくは第二項、第四十二条の十一第一項又は前条の規定により修得したものとみなし、若しくは
与えることができ、又はみなすものとする単位を含まないものとする。ただし、第三十条第一項の規定により修得したものと

みなす単位について、国際連携教育課程を編成し、及び実施するために特に必要と認められる場合は、この限りでない。

（国際連携学科に係る専任教員数）
第五十五条 国際連携学科を置く学部に係る専任教員の数は、第十三条に定める学部の種類及び規模に応じて定める教授等の数
に、一の国際連携学科ごとに一人の専任教員を加えた数を合計した数以上とする。

（国際連携学科に係る施設及び設備）
第五十六条 第三十四条から第三十六条、第三十八条から第四十条まで及び第四十二条の十三の規定にかかわらず、国際連携学
科に係る施設及び設備については、当該学科を置く学部の施設及び設備を利用することができるものとし、教育研究に支障が
ないと認められる場合には、当該学科に係る施設及び設備を備えることを要しない。

２ 前項の規定にかかわらず、国際連携学科を設ける大学が外国において国際連携教育課程に係る教育研究を行う場合において
は、教育研究に支障のないよう必要な施設及び設備を備えるものとする。
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（外国に設ける組織）
第五十七条 大学は、文部科学大臣が別に定めるところにより、外国に学部、学科その他の
組織を設けることができる。

（学校教育法第百三条に定める大学についての適用除外）
第五十八条 第三十四条、第三十五条、第三十六条第四項及び第五項、第三十七条、第三十
七条の二、第四十七条、第四十八条並びに第四十九条（第三十四条、第三十五条並びに第
三十六条第四項及び第五項の規定に係る施設及び設備について適用する場合に限る。）の
規定は、学校教育法第百三条に定める大学には適用しない。

（その他の基準）
第五十九条 大学院その他に関する基準は、別に定める。

（段階的整備）
第六十条 新たに大学等を設置し、又は薬学を履修する課程の修業年限を変更する場合の教
員組織、校舎等の施設及び設備については、別に定めるところにより、段階的に整備する
ことができる。（薬学実務実習に必要な
施設）

大学設置基準について（雑則）
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（参考）現行制度において、各大学の運用等
で実施可能な取組例



大学の判断・運用で可能な教育活動の展開（例①）

学部等の設置・変更であって、
学位の種類（学士・修士・博士等）の変更や
学位の分野（文学関係等）の追加を伴わないもの

設置認可審査を経て各大学に認められた分野の範囲
内であれば、各大学の判断で機動的に、

融合領域を含め、新たな学位プログラムの実施
（学部等の設置含む）が可能
※ ただし、学科以上の組織設置や新たな学位名で出すコースやプログラムなどに関

しては届出が必要。また、大学の総収容定員の増を伴う場合は認可が必要。

■ 各大学が授与する学位の分野注は、通常、１つ又は複数の分野で構成（学士は以下19分野）
【学位の種類及び分野の変更等に関する基準（平成15年文部科学省告示第39号）】

文学関係 教育学・保健学関係 法学関係 経済学関係 社会学・社会福祉学関係

理学関係 工学関係 農学関係 獣医学関係 医学関係 歯学関係 薬学関係

家政関係 美術関係 音楽関係 体育関係 保健衛生学関係（看護学関係）

保健衛生学関係（リハビリテーション関係） 保健衛生学関係（看護学・リハビリテーション関係を除く。）

【参考】学位の分野を記載した資料例
（設置認可申請書類）

学位の分野を記載
（複数分野で構成する場合は列挙）

注：上記19分野のうちから主となる学位の分野を特定できない場合は、「学際領域」。
注：学位規則第10条に規定する、専攻分野に付記する名称（例：学士（○○学）等）とは異なるものであることに留意

（届出設置による例）
【理学関係】環境科学部
【工学関係】工学部

【理学関係、工学関係】「情報データ科学部」の新設
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大学の判断・運用で可能な教育活動の展開（例②）

■ 各大学が設置認可審査を経て授与することのできる「学位の分野」（学士は以下の19分野）
※ 学位の分野は通常、１つ又は複数の分野で構成

注：上記19分野のうちから主となる学位の分野を特定できない場合は、「学際領域」。

○大学は、自らの判断で、学位に適切な「専攻分野の名称」を付記（学士（○○）
等）することとなっている。【学位規則第10条】

○また、付記する専攻分野の名称のあり方について、日本学術会議から各大学に対し、
以下改善を提案。「学士の学位に付記する専攻分野の名称のあり方について」（平成26年9月日本学術会議報告）

※なお、付記する「専攻分野の名称」は、各大学が授与することのできる「学位の分野」とは異なるものであ
ることに留意。【学位の種類及び分野の変更等に関する基準（平成15年文部科学省告示第39号）】

① 特定の学問分野の枠組みを超えて独自の対象を学修の主題とする教育分野では、学位に付記する専攻分野の

名称を、必ずしも「○○学」と称する形を採る必要はなく、むしろ学修の主題自体を直截に表記するという

観点から定めることも容認されるべきである。

② 学部・学科の組織名称と学位に付記する専攻分野の名称は同一でなくてもよい。

③ 複数の語を組み合わせた専攻分野の名称の意味をできるだけ明確化する。

④ 分かりやすく、単純で、かつ同様の内容を提供する他大学の教育課程とも共通性のある表現を用いる。

【日本学術会議報告における改善提案】

文学関係 教育学・保健学関係 法学関係 経済学関係 社会学・社会福祉学関係 理学関係 工学関係 農学関係

獣医学関係 医学関係 歯学関係 薬学関係 家政関係 美術関係 音楽関係 体育関係 保健衛生学関係（看護学関係）

保健衛生学関係（リハビリテーション関係） 保健衛生学関係（看護学・リハビリテーション関係を除く。）

学位の英文表記に関しては、日本の大学が授与する学位の国際性を確保するため、英文表記の構造に則り以

下を基本的な考え方として示す。 （ ① of ② in ③ の階層構造を念頭に置いた表記にすることが望ましい。）

①「学士」に対する英文は Bachelor とすること

② 分野名は、学術的に広く認知されている分野の名称をもって充てること

③ 下位の専門として、教育課程で重点を置く分野を合わせて示すことも認められること



①学生の所属する組織＝教員が所属する組織＝学位プログラ
ムの一対一の関係の例

管理運営

学部・学科

教員

学生

学位プログラム

研究組織（系）

〇〇系

〇〇系

〇〇系

〇〇系

管理運営
〇〇学群

学位プログラム
〇〇学類

教員
学位プログラム
〇〇学類

教員

学位プログラム
〇〇学類

教員
学位プログラム
〇〇学類

教員

学生学生

学生学生

②教員の所属組織と学生の所属組織を分離することで、学
問領域の縦割りを超えた学位プログラムを構築している例
※学生は学類に所属し、学群内等への転学類も可能。

管理運営

連係学部
等

教員

学生

学位プログラム

管理運営

連係学部等

教員

学生

学位プログラム

学生

教員

管理運営

学位プログラム

③学部等連係課程制度を活用し、学内資源を活用して学部横
断的な教育を実現した学位プログラムの例
※専任教員は兼任を可とし、学生定員は連係学部の範囲内

管理運営 管理運営

管理運営 管理運営

転学類

管理運営
学部・学科

ダブルメジャー メジャー・マイナー

教員

学生

学位プログラム

①’１学位プログラム内に複数コースが走っている例

シングルメジャー

・メジャー
・コース

管理運営

大学の判断・運用で可能な教育活動の展開（例③）

学校教育法第８５条「大学には、学部を置くことを常例とする。ただし、当該大学の教育研究上の目的を達成するため有益かつ適切である
場合においては、学部以外の教育研究上の基本となる組織を置くことができる。」

○教員・学生が共に所属する教育研究一体型の学部を置く形態だけではなく、教員と
学生の所属組織が異なる「教教分離」などの多様な教育研究組織の編制が可能。
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15週 15週

10週 10週 10週

8週

学期制の例

２学期制（セメスター制）

３学期制

４学期制（クオーター制）

8週 8週 8週

35週（１年間）

試験期間等

大学の判断・運用で可能な教育活動の展開（例④）

（例①：週複数回授業の実施）
・８週間にわたり、週２コマ実施＜２単位＞
→ 例えば、８週間を原則とした「４学期制」の実施も可能。

○各大学は、各授業科目の授業を10週又は15週にわたる期間を単位として行うが、教
育上必要があり、かつ、十分な教育効果を上げることができる場合は異なる期間を
設定することが可能。

（例②：１コマあたりの授業時間の見直し）
・１コマあたりの授業時間を1.5倍にすることで、15回の授業を10回に＜２単位＞

≪大学設置基準（昭和三十一年文部省令第二十八号）≫（抄）
第２２条 一年間の授業を行う期間は、定期試験等の期間を含め、三十五週にわ

たることを原則とする。
第２３条 各授業科目の授業は、十週又は十五週にわたる期間を単位として行う

ものとする。ただし、教育上必要があり、かつ、十分な教育効果をあげるこ
とができると認められる場合は、この限りでない。

（例③：様々な授業形態の組み合わせ）
・13週間で講義を週１コマ実施し、特定の日にﾌｨｰﾙﾄﾞﾜｰｸ（３コマ分）を実施＜２単位＞

１単位45時間（授業（講義）は15時間以上）

15回の授業
（各大学の判断で、授業期間の変更や講義時間を変更できる）
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大学の判断・運用で可能な教育活動の展開（例⑤）

授
業
科
目

１年目
前期 後期 前期 後期

２年目
前期 後期

３年目 ４年目
前期 後期

対面による授業

遠隔授業

○遠隔授業は60単位（約２年相当）まで行えるほか、残りの授業についても遠隔授業
を実施する授業時数が半数を超えない範囲なら、対面による授業として実施可能。

海外にいながら遠隔で学ぶ 地方にいながら遠隔で学ぶ
※遠隔授業は同時性又は即応性を持つ
双方方向性（対話性）を有すること。

【イメージ例】

Ａ
さ
ん対面による授業 遠隔授業

○全ての学生が半分以上の授業時数
を対面で受講する機会を設ける授
業科目は、対面による授業として
実施可能。

授業科目【イメージ例①】

Ａ
班

【イメージ例②】

対面による授業 対面・遠隔選択の選択自由

○特定の学生が病気等により、また、
基礎疾患を有する学生や障害を有
する学生等が希望により、結果と
して対面で受講する授業時数が半
分未満となる場合であっても、左
記の設計を行う授業科目は、対面
による授業として実施可能。Ａ

班

Ｂ
班

【イメージ例①】

【イメージ例②】

る
者
等

障
害
を
有
す

基
礎
疾
患
や

【
例
外
】

一
般
の
学
生

【
原
則
】

１つの授業科目

病気等による欠席（対面を予定）

○分割した授業時数を、一定
の条件下※で一体の対面に
よる授業として取り扱うこ
とが可能。

【イメージ例】

オンデマンド学修
オンデマンドでの学修
を対面での授業で指導

一体の対面での授業（一コマ）としての取扱い

※オンデマンドの取組により実質的に授業外学修時間が代替
されるようなことがないなど、授業科目全体として適切な
教育が行われる必要があることに留意。

参照：「学事日程等の取扱い及び遠隔授業の活用に係るQ&Aの送付について(令和3年5月14日時点)」
「大学等における遠隔授業の取扱いについて（周知）（令和3年4月2日）」

参照：「学事日程等の取扱い及び遠隔授業の活用に係るQ&Aの送付
について(令和3年5月14日時点)」問９

参照：「学事日程等の取扱い及び遠隔授業の活用に係るQ&Aの送付
について(令和3年5月14日時点)」問10・⒒

参照：「学事日程等の取扱い及び遠隔授業の活用に係るQ&Aの送付
について(令和3年5月14日時点)」問12
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大学の判断・運用で可能な教育活動の展開（例⑥）
○令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、本来授業計画において面接授業

の実施を予定していた授業科目に係る授業を面接授業により予定通り実施することが困難な場
合、面接授業の特例的な措置として遠隔授業を行うなどの弾力的運用を行うことが大学の判断
で認められていた。

○令和３年度以降は、感染症（コロナ以外含む）や災害の発生等の非常時においては、当該感染
症や災害等の状況に応じて、同様の弾力的運用を大学の判断で行うことが認められている。

（「大学等における遠隔授業の取扱いについて（周知）」令和３年4月2日高等教育局長通知）

面接授業（＝対面授業）
（大学設置基準第25条第1項）

特例的な措置（設置基準第25条第１項の特例）

コロナ感染拡大により、面接授業の実施を予定していた授業科目に係る授業を、

十分な感染対策を講じたとしても面接授業により実施することが困難な場合、遠隔

授業等を行う弾力的な運用を認めること

※ 上記弾力的運用として実施する遠隔授業は、設置基準第25条第1項で規定する面接授業として

取り扱われる（遠隔授業の上限への算入不要）

○通信教育を行う大学（学部等で通信教育を併せて行う場合も同様）においては、修了に必要な124
単位全てを遠隔授業により実施することが可能。なお、当然、面接授業を行うことも可能。

※ 現に遠隔授業のみで受講・卒業することが可能な大学も存在

印刷教材等による授業、放送授業も可放送授業で代替可
(10単位まで（※）)

(～94単位)

■通信教育を行う大学・学部等の教育課程

遠隔授業又は面接授業 (30単位以上（※）)

124単位～

（※）卒業の要件として修得すべき単位数124単位のうち30単位以上は、遠
隔授業又は面接授業により修得。ただし、当該30単位のうち10単位までは、
放送授業により修得した単位で代えることが可能。




